予算要求資料
平成25年度9月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費　　　
	事業名: 消費者被害未然防止啓発事業費
　　　（消費者行政活性化基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　環境生活部県民生活相談センター企画係　電話番号：058-272-8204
　　　　　　　E-mail：c11266@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：12,217千円

　（現計予算額：34,127千円　　補正後予算額：46,344千円）
	要求内容


	１　要求の内容


＜消費者被害未然防止のための広報・啓発＞
・県及び市町村の平成２４年度消費生活相談件数（平成25年7月公表）は、依然として１万件を超えており、そのうち高齢者の割合が過去１０年間で最高の２割を占めた。また、未成年者からの相談件数も２５１件あり、相談のおよそ７割が通信販売（主に有料サイト名目の不当請求）であった。
・このように、平成２４年度の相談状況から、特に被害に遭っている割合が高い高齢者や若者への被害防止が喫緊の課題として浮かび上がったことから、高齢者や若者に重点を置いた広報・啓発を充実させる必要がある。

高齢者・若者をターゲットにした広報・啓発
　（１）ラッピングバスの実施
　　　・路線バスの全面に広告を掲出（掲出路線：５路線）
岐阜地区：岐阜大学・病院線、岐阜聖徳学園大学線（岐阜市）
西濃地区：ソフトピア線（大垣市）
東濃地区：旭ヶ丘・小泉線（多治見市～可児市）
飛騨地区：高山古川線（高山市～飛騨市）　　　　　　　

　　掲出期間：１２月～２月の３か月　
　　　

（２）新聞紙面を活用した広報
　　　・新聞紙面を活用して、悪質商法の手口や対処方法や消費生活相談窓口などを周知
　（３）ラジオにおけるスポットＣＭの実施

　　　　・悪質商法への注意喚起及び相談窓口の紹介をＡＭラジオ放送で実施

　　　　　　
　
	２　所要経費


　
　委託料　　12,217千円
　　　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	34,127
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	34,127

	補　正

要求額
	12,217
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,217

	決定額
	12,217
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,217


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	（何をいつまでにどのような状態にしたいのか）
・消費者トラブルが後を絶たない状況の中、被害の未然防止や救済を図るために、被害に遭いやすい高齢者や若者に対し、身近な相談窓口を周知したり、悪質商法等の対策を啓発する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	消費生活相談件数（県、市町村の計）（1年次）
	
	12,470
(H22)
	12,409

(H23)
	10,722

 (H24)
	10,722

以下

 (H25)
	

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	・



（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
  ○消費者被害未然防止啓発キャンペーンの実施

　　　各圏域において、キャラバン隊による啓発活動を実施

○高齢者啓発用カレンダーの制作・配布
　　　消費者トラブルに遭わないための「心得」を掲載したカレンダーを制作し、民生委員などに配布（制作部数：32,000部）
　○高齢者見守りリーレットの作成・配布

　　「気づきのチェックポイント」をわかりやくまとめたリーフレツトを作成・配布　
　○映画館におけるＣＭ放映

若者に多い消費者トラブル（携帯電話、インターネット）の注意喚起ＣＭ

　○高校生向け消費者教育副読本「おっと　落とし穴」の作成・配布
　　　悪質商法の手口や対処方法を高校生に周知（県内全高校１年生に配布）


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・ターゲットを絞り多種多様な広報・啓発を行うことにより、消費者被害防止に資することができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	高齢者の相談割合の上昇傾向が続いているとともに、相談に関する平均契約金額も、全体の相談と比較して高いことから、被害の未然防止が必要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	悪質商法の手口や対処方法を理解し、トラブルに巻き込まれることを防ぐとともに、困った時の相談先を知っていれば、問題を早期に解決することが可能になる。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　様々な手法を組み合わせて広報・啓発を実施することにより、悪質商法の手口や対処方法の周知を効率的に行うことができる。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
悪質な事業者は、様々な手口を変えてくることから、広報・啓発内容も、それに合わせて見直していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　高齢者等の弱者を狙った消費者トラブルが絶えないことから、更に未然防止啓発事業に力を入れる必要がある。
　


